令和　　年　　月　　日


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　

資格要件確認書
「旭駅周辺地区土地区画整理事業等検討業務」の「１入札に参加する者に必要な資格に関する事項等」を次のとおり、満たしています。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊下記□にレ点で必ずチェックしてください
	地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第２項各号の規定に該当しない者。
	□該当しない

	令和８・９年度高知市物件等競争入札参加資格者名簿(営業種目コードが調査・測定業務のうち、区分「各種計画策定」)に登録されており、地域要件が市内若しくは準市内である者。
	□左記に該当する

	公告日から開札日までの間において、本市から指名停止又は指名回避の措置を受けている期間が存在しない者。
	□措置を受けている期間が存在しない

	破産法（平成16年法律第75号）第18条第１項若しくは第19条第１項若しくは第２項の規定に基づく破産の申立て、民事再生法（平成11年法律第225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立て又は会社更生法（平成14年法律第154号）第17条の規定に基づく更生手続開始の申立てがなされていない者。又は申立てがなされた者にあっては、再生計画認可の決定又は更生計画認可の決定がなされているもの。
	□左記に該当する

	代表者又は役員等が、高知市事業等からの暴力団の排除に関する規則（平成23年規則第28号）第４条各号のいずれにも該当しない者。
	□該当しない

	当該制限付き一般競争入札に参加しようとする他の者との間に、次のいずれかに該当する関係がない者。
ア 一方の法人等の代表者（個人事業主を含む。）が、他方の法人等の代表者を現に兼ねている場合 
イ 組合等（共同企業体を含む。）と当該組合等の構成員


	□該当しない

	私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第３条又は第８条第１号の規定に違反するとして、公正取引委員会から排除措置命令若しくは課徴金納付命令を受け、同委員会から告発又は逮捕されていない者、若しくは逮捕を経ないで公訴を提起されていない者。
	□左記に該当する

	役員又は使用人等が刑法（明治40年法律第45号）第96条の６又は第198条に違反する容疑により、逮捕されていない者、若しくは逮捕を経ないで公訴を提起されていない者。
	□左記に該当する

	土地区画整理事業に精通した実務経験豊富な管理技術者を定めなければならない。管理技術者は、次のいずれかの要件を満たす者であり、かつ土地区画整理事業の計画に関する実務経験を有する者。
(1) 技術士法（昭和58年法律第25号）による技術士（建設部門で専門科目が「都市及び地方計画」または総合技術監理部門で専門科目が「都市及び地方計画」）の資格を有する者。
(2) 一般社団法人建設コンサルタンツ協会が実施するシビルコンサルティングマネージャ（ＲＣＣＭ　専門技術部門が「都市計画及び地方計画」）資格試験に合格し、同協会が備える「ＲＣＣＭ登録簿」に登録されている者。
(3) 建設コンサルタント登録規程第３条第１号ロの規定により大臣が認定（登録部門が「都市計画及び地方計画」）した者。
	□実績を有する
□業務履行実績調書に記載
□左記に該当することの資格者証の添付

	土地区画整理法（昭和29年法律第119号）による土地区画整理士の資格を有する者であり、かつ土地区画整理事業の計画に関する実務経験を有する者を主任技術者として定めなければならない。主任技術者は、管理技術者又は照査技術者を兼ねることができない。
	□実績を有する
□業務履行実績調書に記載
□左記に該当することの資格者証の添付

	[bookmark: _GoBack]照査技術者は、管理技術者と同等以上の資格、技術力及び実務経験を有する者でなければならない。照査技術者は、管理技術者又は主任技術者を兼ねることができない。
	□実績を有する
□業務履行実績調書に記載
□左記に該当することの資格者証の添付



